熊谷重勝先生の人と学問 by 湯澤 直樹 et al.
 . これまで
熊谷重勝先生 (以下 ｢熊谷先生｣) は,     年５月に岩手県盛岡市で生を享け,     年に盛
岡第一高等学校を卒業後, 武蔵大学経済学部経営学科へ入学した｡ 大学を卒業した    年に丸
善株式会社へ就職したが, 翌年９月には ｢大学のキャンパスでもう一度学びたい｣１) と依願退
職した｡     年に立教大学大学院経済学研究科経済学専攻修士課程へ進み, 念願の研究生活が
始まった｡     年には経済学修士を取得・修了し, 続けて同研究科博士課程へ進んでいる｡    年からは秋田短期大学商経科専任講師となり, 教員生活も始まった｡     年には助教授




なって退職するまでの  年間は, 立教大学とともに歩んでいる｡ その間,     年９月に経営学
博士を取得した｡   年間の教員生活で, 岩手県立盛岡短期大学, 岩手県立宮古短期大学, 岩手
大学, 埼玉大学, 日本福祉大学において兼任講師 (非常勤講師) を歴任している｡
大学院では, 高橋昭三先生を指導教授として経営財務論を学び, この師弟関係は現在まで続
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る｡｣４) と述懐されているように, 熊谷先生は, 大学の外では社会で働く人の教師でもある｡ . ゼミの担任として
熊谷先生のゼミに入ったのは,     年の２年前期の準ゼミからであった｡ １年後期に配布さ
れたゼミ要綱にあった熊谷ゼミの内容紹介には, ｢多少の誤りに恐れることなく, 大いに議論
を闘わして欲しい, その中で, 論理の一貫性を保ちつつ, しかも, 自分の考えを生む訓練を行
・・・・・
い, 誤りに気付いたら即座に認める素直な性格を形成できればいい｡｣ とあった｡ 熊谷先生は
傍点をして ｢自分の考えを生む訓練｣ になることを強調されていたが, ゼミで ｢性格を形成｣
できることに驚き, このゼミで ｢素直な性格｣ になれることを期待した｡ その頃, 熊谷ゼミは
東北北海道学生経済ゼミナール大会の財務会計部門に参加するようになった｡     年の夏は福




めた方が良い｣ と一喝され, 冷水を浴びたように全員が青くなった｡ 皆で顔をつきあわせて真
剣に反省し, 研究室を訪れてそれまでの怠慢を詫び, それからはゼミ生全員が人間まで変わっ
たように真剣な議論を重ね, 大会直前には旭川で合宿して臨んだ｡ あの時の打たれたムチ, 刺
された釘は, 実に効いた｡ 決して激高せず, 極めて冷静な口調なだけに, 反って迫力があった｡
強面ではなくベビーフェイスのせいか, 常にウィットに富んだ, リズムを崩さない熊谷先生




当時, 熊谷先生は単身赴任だった｡ 連絡せずにゼミ生数名で下宿を訪れたある夜, 外から部
屋を覗くと熊谷先生はコップ酒をちびちびやりながら小机に広げた原稿を推敲していた｡ 不遜
にも ｢夜襲だ｣ と言って入ると, ｢君たちのせいで地球の平和が一日遅れることになるけど,




には, 長細い紙片が挟まれていた｡ 熊谷先生は, それを何度も確認しては原稿を書かれていた｡
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４) 同上 特別寄稿３ページ｡
｢例えば→たとえば｣ などというのが幾つも並んでいた｡ 原稿を書くときの約束事だった｡ 何
でそんな面倒臭い制約があるのか尋ねると, いつも同じ視点や同じペースで書けるわけではな











段 (道具) であるとすれば, その会計という道具は, いったい誰が, 何のために実践するもの


















けた瞬間, ひと呼吸おいて目をクリクリッとさせながら口元をゆるめて ｢おもしろい｣ を連発
するのが常であった｡
熊谷先生は, 地球を周回する人工衛星から地上を観察するように, 常に外から見る目を持ち















｢合理的｣ 手段として実践される｡ 企業および利害関係者にとって, 引当金会計がふくむ重要
な問題に応えるために, 熊谷先生は理論的および歴史的側面から接近している９)｡
同書は３編から構成されている｡ 第Ⅰ編は, 会計の対象と概念・基準および会計主体の検討
により, 引当金会計の本質に接近する準備的作業となっている｡ 第Ⅱ編は, 日本の引当金会計
が生成・発達した社会経済的背景を歴史的に跡づけている｡ 第Ⅲ編は, 戦後日本における引当
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８) 熊谷重勝 『引当金会計の史的展開』 同文舘     年 ( ) ページ｡









ある｡ 会計の対象となる ｢企業の取引｣ (中村忠教授) または ｢企業のいとなむ活動｣ (江村稔
教授) とは, より厳密には ｢企業資本の循環過程｣ (田島四郎教授) または ｢価値の運動体｣




を ｢財貨または役務の消費された部分にたいする価額｣ (中村忠教授), ｢収益実現の目的のた
めに, 経営活動の全過程において発生した原価の費消額 (財貨または用役の費消額)｣ (黒澤清
教授) という把握に対して, ｢投下資本に利益を加えて回収される貨幣等のために犠牲にされ





らわれねばならない点に言及している｡ 収益・費用という ｢損益取引｣ は ｢一方で価値増加と
他方で価値減少という等価交換的取引を前提に複式記入されている｣ が, 通常の会計学は, 損
益取引における二面性が分離されて, 借方の価値流入のみから収益を資産 (現金) の増加とと
らえ, 貸方の価値流出のみから費用を資産 (現金) の減少ととらえる見解が少なくなく, こう
した収益・費用の一面的なとらえ方は, 会計学のひとつの特徴となっていると指摘する｡
さらに, 費用・収益を純資産 (自己資本) の増加または減少という視点からだけの説明のし
かたは広くみられる見解だが, 資本の循環過程に即して費用・収益の形成過程からはそれぞれ
が独立して形成されるものでないことがわかる, と指摘する｡ ｢費用は, 収益を獲得するため
・・
に行われる 『価値犠牲』 であり, それをつうじて収益 (利益) が獲得される関係におかれてい
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｢損益計算が期間計算であることは, それが事後計算を意味するものである｣ として, ｢期間
損益計算｣ は, 期末時点からその会計期間を振り返って期間の収益総額と費用総額から過去の
期間損益が計算されるため, ｢もしもその計算に将来の事象にかんする事前計算の介入余地が
あるとすれば, 正しい損益計算が混乱に陥りかねない｣ として, 熊谷先生は引当金会計の根本
的な問題点を示唆している  )｡
｢発生主義会計は, 過去の一定期間に消費され回収, 補 すべき投下資本を期間費用または
損失として, また, それを超えて獲得された資本価値を期間収益ととらえるものである｣ が,
期間損益計算の中心課題が回収されるべき投下資本価値の総額ではなく期間的費用の把握にあ
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きであろう, と提言する｡ さらに, 発生主義の枠組のなかで引当金を計上するためには, それを
未実現かつ既発生の費用に限定することが合理的である, と熊谷先生は明快に述べられている  )｡
第２章 ｢引当金の会計主体｣
杉浦典之教授の引当金による ｢利益の費用化｣ が起こるとすれば, それを実行するのは企業
それ自体にほかならないという引当金問題の根本原因である ｢企業それ自体｣ を会計主体とし







計主体である｡ 会計の諸課題を主観的, 客観的に判断することができるのは, 資本機能の担い
手, すなわち機能資本家であり, いわゆる経営者だといえよう, と会計の実践主体が経営者で
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引当金の ｢過大見積りは期間損益計算をつうじて利益の社内留保を促進する｣ ならば, 引当















第２章の課題も, ｢やはり 『引当金の会計主体』 の解明になければならない｣ として, 企業
主体, 引当金会計の果たす財務的機能, 現代株式会社の特質 (資本の所有と支配の構造) との
関連を明らかにすべきとしている  )｡
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のために必要とする会計｣ といえる｡ 現実の資本が主体で, その担い手として人格化したにす
ぎない経営者が客体となるが, 実際にはこの関係が転倒して, 経営者が主体で会社資本の運動
過程が客体となる｡ 経営者が会計主体にみえるが, あくまでも資本が主体であり, 現象に目を
奪われて本質が見えなくならないように繰り返し述べられている｡ 引当金会計は, ｢経営者の






明治期企業の ｢積立金｣ 会計 (含む減価償却積立金) を引当金会計の前史として検討してい
る  )｡
明治期日本における ｢富国｣ のための ｢殖産興業｣ 政策下で明治政府に会計報告書を提出し
た企業として現在の日本郵船株式会社の前身会社をとりあげ, ｢日本国郵便蒸気船会社会計法｣
(    年) および ｢郵便汽船三菱会社簿記法｣ (    年) の規定には減価償却会計の発達以前に
費用性 ｢積立金｣ の認識が先行していたこと, それに関する規定が曲折を経てではあるが ｢日








明治政府は日本郵船会社にたいして, 船舶にかんする３種類の積立金, ｢保険積立金｣, ｢大
修繕積立金｣, ｢減価引除金｣ の計上を強制して, 政府のいう３種積立金は, 利益処分の積立金
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ではなく, 純利益算定前のいわば費用性 ｢積立金｣ として位置づけられていたとして, その内
容から今日の引当金規定の類似ないし引当金の前身と評価している  )｡
明治商法の施行 (    年) は, 積立金会計を大きく進展させる一大契機となったが, それま
で ｢利益処分｣ として会計処理されていた減価引除金, 保険積立金, 大修繕積立金については,    年９月期から費用として処理されたことを指摘し, 費用性 ｢積立金｣ 会計は, 定款規定の
みならず実践されていたことを明らかにしている  )｡
所得税法の改正 (    年) を契機に日本の会計史上初めて, 明治期企業と行政当局との間で,
減価償却費をふくむ３種積立金が税法上の損金算入論争となり, 商法改正 (    年) 後まもな
く展開された評価損益論争で主張された未実現利益の排除および ｢時価予定損失積立金｣ はそ
のご    年改正商法の第  条第２項の時価以下主義として結実する｡ 時価以下主義の規定は,
未実現損失の計上をつうじて引当金と同じ財務的効果をもつもので, 費用性 ｢積立金｣ 会計の
概念的発達にとってその実践的展開を遅らせる制約的な役割をはたしたと考えられる｡ すなわ
ち, 費用性 ｢積立金｣ にかんする会計制度としての展開は, 昭和初期の産業合理化の時期まで
待たなければなかった  )｡
熊谷先生は, 以上のような丹念な分析により, ｢今日の引当金会計の母体を明治期の積立金








よる ｢標準貸借対照表｣ が作成・公表され ｢引当金｣ という名称が使われることになった｡ こ
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理化の一環として生み出された｣ のであったが, ｢引当金の重要かつ積極的な意義として, そ
のごに展開される各産業, 各企業での生産費の引き下げ (賃金の抑制をふくむ) や利益配当制
限の一方策として, 企業の資本蓄積的財務構造のなかに組み込まれていった｣ としている  )｡
日本の軍部が満州事変を引き起こし非常時体制が濃化する    年８月に, 商工省が制定した
｢臨時産業合理化局財務諸表規則｣ いわゆる ｢財務諸表準則｣ の引当金規定は, 現行商法第   
条ノ２と類似していて, アメリカ初の会計原則 『ＡＡＡ会計原則』 (試案) が世界恐慌下の    




ている  )｡    年５月の ｢陸軍省軍需品工場事業財務諸表準則｣, 同年  月の ｢海軍省軍需品工場事業
財務諸表作成要項｣ が交付され, これらの引当金規定は ｢期間損益計算の体系として明文化さ











歴史的に辿っている｡ 日本のリザーヴ会計の源流は, 理論的には    ～  年頃の吉田良三, 太
田哲三氏らを代表とする学説研究に負うが, さらに辿ると, ディクシー (          ) や
ライル (     ) らのイギリス会計学説にかなり類似したものを見いだすことができるとし
て,   世紀末イギリスの引当金会計を分析している｡ 株式会社会計の発達史において, 資本維
持としての, さらに配当テストとしてのリザーヴ会計は, 期間損益計算のためのリザーヴ会計
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へと転換されていったことを指摘している  )｡
結局, 第一次世界大戦後の産業合理化期に ｢戦後不況の深刻化のもとで, 配当の安定化, 資
本の充実といった資本からの要請として｣ 日本における引当金会計の制度化が行われたこと,
｢明治期以来の積立金会計実務と商法上の準備金概念との対立のなかから, イギリス保守主義











ている｡     年代にはいると, 朝鮮動乱ブームの利潤拡大を背景に, 税制改正, 企業会計原則
の修正などによって漸次, 引当金が企業会計として定着し慣行化していった｡     年改正の法
人税法と商法には引当金概念は導入されなかったが,     年３月に証券取引法にもとづいて公
表された ｢財務諸表規則取扱要領｣ (財務諸表等の用語, 様式及び作成方法に関する規則取扱
要領) の第   の規定には, 引当金上の３要件 (将来の特定支出の準備, 費用の当期存在, 金





が税法の主導で一方的に ｢解決｣ されることになった｡ ｢つねにそうであるように, 税法の会
計にたいする影響力は絶大であり, この取扱いは, そのごの引当金会計実践をより積極化させ
る契機となった｣ と指摘している  )｡    年４月  日, ｢画期的｣ ともいえる商法改正がおこなわれ, 秘密積立金の設定禁止にと
もなう引当金の規定 (第   条ノ２) が創設されたが, ｢会社の計算規定を中心とする商法改正
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は, 会計慣行や企業会計原則の趣旨を大幅にとり入れて行われたものの, かえって両者間の矛





計上された状況を背景に,     年８月  日, ｢修正企業会計原則｣ として発表された同注解
[注  ] ｢負債性引当金以外の引当金｣ には, 引当金の繰入・取崩は損益計算書の当期純利益の
つぎに記載すればよいこととなり, ｢特定引当金｣ なるものは ｢表示された秘密積立金｣ とい
わざるをえない, と述べている｡ 特定引当金の計上が, ｢法令によって認められているときは






った｡ このことは, 退職給与引当金という会計が, 将来の退職金の支払またはそのための資金
繰りという財務的活動と直接に連動するものではないことを示すものとなったとして, 繰入額
の計算は一般に, 法人税法をはじめとする会計基準にもとづいて行われるが, 当該引当金の見









う現実が, このことを示している｣ と指摘して, ｢退職給与引当金は, けっして労働者持分と
してかれらへの退職金支払を保証するものではない｣ と熊谷先生は断言している｡
｢不況時に取り崩される引当金は, それ以前の会計期間に 『期間費用』 として先取りされて
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きた留保利益部分を, いまの費用として現実化しているものである｣ として, ｢これまでにな








第６章 ｢現代の引当金会計｣ 大企業の儲けすぎ ,  利益隠し ,  不公平税制 といった社会的批判の高まるなかで, 昭
和  (    ) 年には商法が改正された｡ 昭和  年修正 ｢企業会計原則注解｣ [注  ] では, 引
当金の対象を損失を付け加えて拡大し, 発生原因の時期を当期以前にまで拡大し, 景品費引当
金を削除して貸倒引当金, 修繕引当金, 特別修繕引当金が付け加えられ, 国際会計基準への対
応として偶発損失引当金 (債務保証損失引当金, 損害補償損失引当金) が付け加えられた｡ 発
生の可能性の高い偶発損失引当金の計上を制度的に認めようとする｡ ｢利益の社会留保という
財務的要請が 『偶発損失引当金』 という 『理論的』 装いのもとに企業会計原則注解 [注  ] と
して制度化されたものである｣  )｡    年の商法改正と    年の企業会計原則の修正によって制定された引当金規定は, 利益留
保制引当金を除外することによって, 会計の基礎概念にかかわる理論的問題を生み出した｡




同書の終わりには, ｢引当金にかんする会計 (規定) を生成させ展開させたこの 『動力』 に
ついて, われわれは, 会計規定そのものに内在する論理的矛盾ならびに各会計規定間の制度的
矛盾 (観念的要因) と, その矛盾のなかに自己を貫徹しようとする自己資本の運動 (経済的要
因) との関連のもとにノートしてみたのである｡｣ と結んでいる｡ つまり, 熊谷先生は引当金
会計の生成展開を, 会計規程に内在する論理的矛盾と会計規定間の制度的矛盾とその中で自己
貫徹しようとする自己資本運動との関連で明らかにしたのである｡
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) 同上    ‒   ページ｡  ) 同上    ページ｡  ) 同上    ページ｡  ) 同上    ‒   ページ｡
以上, 熊谷先生の学問を主著をとりあげて詳らかにしようとした｡ 些か冗長であったかもし








教師の姿勢を貫いている｡ もちろん, 講義やゼミをとおして学生を教育し, 大学の枠を越えて
研究者を組織して, 日本の会計学研究を牽引してこられたことはいうまでもないが, 同時に,
社会で働く人のための講演や学習会の講師をつとめて, 労働者とともに歩んでいる｡





さまざまな低賃金雇用が増え, 劣悪な労働条件が広がっているために, 労働者, 国民は不安
で仕方がないので, 買い控えるしかない｡ 売れないと利益がでない, 利益がでないとまたリス




の変化は, その変化の完成まで止まらない｡ 世の中は逆には進まない｡ あらゆる矛盾は資本主
義社会そのものに原因があるので, 資本主義社会は次の社会を生み出すエネルギーをみずから








将来の経営安定化のために猛進する｡ 熊谷先生は, 労働者に対して, 会計学の専門家としての
立場から, 企業の経済実体に変化がないのに国際会計基準による会計制度の変更が決算内容を
悪化させていると説いている｡ 企業の経営分析をとおして, 人減らし合理化, 経営者のモラル
の欠如や損失隠しの実体を明らかにしている｡






て, ｢社会を支える労働者, そして中小企業主を合わせると, 社会の多数派であることにちが
いはない｡ この多数派である労働者, 中小企業主がいまだに雇用不安, 生活不安におかれてい
る｡ それはどうしてなのかというのが, 私の作業の視点です｡｣  ) と述べられ, 労働者として結
合し組織化することを呼びかけている｡
資本の所有主である株主に対して, 経営者はコスト削減に, 合理化に頑張らざるをえない資
本主義経済全体の仕組であるから, 今日では, 収益と費用から利益を計算するのではなく, さ
きに目標利益 (率) を定めて, それに見合う費用を追究していること, 連結   には子会社
の利益が含まれます｡ 成績の良くない子会社をいつまでも連結しておくとグループ全体の成績







熊谷先生は,     年３月に立ち上げられた ｢ＪＲ二〇年検証委員会｣ の一員として共同研究
に加わり, その時, 数字だけを見た分析ではなく, 現場をよく知っている人の目からみた分析
も必要だと  ) して要望を出している｡ いつも偏らずにバランスを保ち, しかもできるだけ客観
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) ｢国鉄分割・民営化  年の検証 民営化は何をもたらしたか (上) ＪＲ経営分析で考える①｣ 『月刊
労働組合』 第   号     年９月   ページ｡  ) ｢国鉄分割・民営化  年の検証 民営化は何をもたらしたか (下) ＪＲ経営分析で考える②｣ 『月刊
労働組合』 第   号     年  月   ,   ,   ページ｡  ) ｢国鉄分割・民営化  年の検証① 貫かれる資本の論理 ‒検証のために必要な研究課題は何か｣ 『月
的な見方ができるように工夫して, また学習会を通して働く人の声をよく聞いて知っている熊
谷先生ならではの発言であろう｡ . 社会化の会計
熊谷重勝・内野一樹編著 『社会化の会計 すべての働く人のために 』 (創成社,     
年) では, 働く人のためのという傾向がとくに強くなっている｡ ここで, 熊谷先生が担当され
た第１章 ｢会計は誰のために 会社そして社会 ｣ をとりあげて, 熊谷先生の会計観を確
認してみたい｡
この章はトヨタの財務諸表を手がかりに巨大会社の会計のしくみを明らかにしているのであ





同章§２ ｢費用を負担するのは誰か 収益と利益の実現 ｣ では, 連結損益計算書の構
造をあくまでも平易に説明することをこころがけ, しかし管見を述べれば他には見当たらない
本質的な規定となっている｡ 売上高は, お客に売った商品・製品の代金である｡ この売上高か
ら売上原価を引いて売上総利益が計算される｡ なぜ売上高から売上原価を引くのだろうか｡ そ
れは売上原価という投下資本 (コスト) をお客の代金 (売上高) から回収するためである｡ 製
造原価を構成しない費用 (販売費及び一般管理費) も会社としては回収しなければならない｡
こうしてトヨタ本来の事業である車の生産・販売によって獲得した利益が営業利益と呼ばれる｡





る｡ 経済的利潤の分割部分である支払利息 (利子) も費用として扱われて経常利益, すなわち
会計的 ｢利益｣ が計算される｡ として, 支払利子は ｢分け前｣ の一部なのに使ったお金として
儲けからひかれる｡ これが会計の ｢利益｣ であると, この計算構造の説明でも会計主体が垣間
熊谷重勝先生の人と学問    
刊労働組合』 第   号     年  月   ページ｡  ) 熊谷重勝・内野一樹編著 『社会化の会計 すべての働く人のために 』 創成社,     年,  ‒ ,  ページ｡  ) 同上, ５ページ｡
見えるのである｡ 会社の目的が利益の獲得にあるように, 会計も目的も純利益の計算にある  )｡

















同章§５ ｢会計の中心は会社か株主か 受託責任と株式所有 ｣ では, トヨタの株主資
本利益率 (   ) の低迷を明らかにして, 会社資本の中心を占めるのは株主資本にほかなら
ず, 経営者はこの会社資本 (総資本) を全一的に運用して利益を稼ぐので, 株主価値重視のた
めのコスト削減に際限はなく, 巨大企業の利益追求活動とそれを強要する株価極大化プレッシ
ャーが流れているとして, 巨大会社支配の土台にあるものは, 株式の所有 (権) だが, 大株主




同章§おわりに 会計の資本性と社会性 では, 会社の会計 (財務諸表) は純利益計算
すなわち分配可能利益計算として構築され, 会計の中心にあるのは株主の純利益計算で  ) ある
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) 同上, ５ページ｡  ) 同上, ７ページ｡  ) 同上, ８ページ｡  ) 同上,   ページ｡  ) 同上,   ‒  ページ｡  ) 同上, ( ) ページ｡
としている｡ 伝統的な会計の論理を顧みることなく, 反社会的な制度改変まで強行されている
一方で, 巨大会社の社会性が強まっていることも事実であると指摘して, 最後には人と社会に
やさしい会計を構築するためにも, まずは巨大企業の会計主体 (経営者, 大株主) ならびに会
計客体 (資本の運動) が織りなす会計政策と財務政策の関係, そしてその変容原因を解明する
ことが 『会計の社会化』 への道につながると結んでいる  )｡
以上, 見てきたように, 熊谷先生は, あくまでも人と社会にやさしい会計の構築をめざすた
めに, 資本運動とその関係を会計数値による分析をとおして ｢会計の社会化｣ への道を切り拓




ったものの, 引当金研究の集大成となる 『引当金会計の史的展開』 では理論, 歴史, 実証を丹
念に分析して, あくまでも本質を見極めて, 資本の運動を明らかにしようとする研究姿勢がう
かがえた｡ また, いわゆる社会貢献としての活動として, ライフワークとしての働く人のため
の研究では,   年余り前に熊谷ゼミで触れた馬場克三の 『市民のための会計学』 が原点である







  ) 同上, ( ),   ページ｡  ) 熊谷重勝 ｢思い出すまま 師に恵まれて ｣ 前掲論文 特別寄稿６ページ｡
